
 

 

新潟中郵便局の郵便区統合に関する具体的要員措置の提示について 

関連：交渉情報第８７号（2018.4.27） 

 

 日本郵便信越支社要員集配部は、本日（5月 17日）「新潟中郵便局の郵便区統合に

関する具体的要員措置の提示」について地方本部に説明してきました。 

 

関連文書で、新潟中郵便局の郵便区統合に関する具体的実施計画の提示を受けまし

たが、本日、本施策に対する具体的要員措置計画について提示を受けたものです。 

詳細については支社資料を参照願います。 

 

提示にあたり、信越支社遠藤要員集配部担当部長より「日本郵便(株)の 2017 年度決

算が発表され、郵便・物流事業の営業収益は２兆円を超え、営業利益も 419 億円で増

収増益となった。これは、昨年度、荷量が増加する中で組合員の皆さまの頑張りの成

果であり、改めて感謝申し上げる。この度の郵便区統合は、郵便事業の損益改善を図

り、安定した黒字化に向けた施策であり、今回提示する要員措置計画は、社員の配置

転換に関する重要なことであるため、丁寧な社員周知を行っていく。」との決意が示さ

れました。 

 これを受け、花見副執行委員長から「今回、郵便事業の損益改善に向けた取り組み

として郵便区統合が実施されることとなったが、新潟中エリアのお客さまにしっかり

と郵便サービスを提供していくことに変わりはない。説明を受けた実施計画に基づき、

９月１日までの間、労使間での情報共有と意見交換を実施しながら進捗を図って行き

たい。統合による損益改善効果を最大限に発揮するためには、社員の理解を深めるこ

とが必要不可欠であるため、丁寧な社員説明をお願いする。」との考え方を示しました。 

 以下に、具体的要員措置計画のポイントを記載します。 

 

「新潟中郵便局の郵便区統合に関する具体的要員措置計画」 

 

 項番１・項番２については、関連文書のとおりです。 
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 項番３ 発生予想過員等 

  

局名 部名 

計画人員数 現在員数 
過欠員数 

②－① 

発生予想 

過員数 
現行 

改正 

① 
増減 新潟中央 新潟中 

計 

② 

新潟中央 

総務部 ８ １１ ３ ９ ２ １１ ０ ０ 

第四集配営業部新潟中分室 ０ ２４ ２４ ０ １９ １９ ▲５ ０ 

合計 ８ ３５ ２７ ９ ２１ ３０ ▲５ ０ 

 

局名 部名 

計画人員数 
現在員数 

② 

過欠員数 

②－① 

発生予想 

過員数 
現行 

改正 

① 
増減 

新潟中 

総務部 ４ ０ ▲４ ２ ２ ２ 

郵便部 ２２ ０ ▲２２ １８ １８ １８ 

第一集配営業部 ２ ０ ▲２ １ １ １ 

第二集配営業部 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ２８ ０ ▲２８ ２１ ２１ ２１ 

 ※上記表の計画人員及び現在員には、管理者及び総務部の３００１系社員は含まない。 



 項番４ 具体的要員措置方法 

実施日（2018.9.1） 

  （１）正社員…実施日において、新潟中郵便局から新潟中央郵便局へ配置転換 

    新潟中郵便局        新潟中央郵便局 

総務部      

 

 

総務部 

郵便部 

第一集配営業部 

第二集配営業部 

第四集配営業部新潟中分室 

     

 （２）期間雇用社員、アソシエイト社員、高齢再雇用社員…実施日に新潟中郵便

局から新潟中央郵便局へ雇用換え 

    新潟中郵便局        新潟中央郵便局 

  

 

 

 

 

    ※総務部所属の期間雇用社員等については、事前に雇用継続の意向確認を

行う。 

 

（３）意向確認等の実施 

   意向確認等は、新潟中郵便局総務部に所属する社員に対して行う。 

   ①正社員 

配転一時金算出等の準備のため、通勤手段の確認を行う。（支社資料別紙２）（支社資料別紙２）（支社資料別紙２）（支社資料別紙２）    

   ②期間雇用社員、アソシエイト社員、高齢再雇用社員 

意向確認を行う。（（（（支社資料別紙３支社資料別紙３支社資料別紙３支社資料別紙３））））    

 

 （４）配転一時金の支給 

     本施策の実施に伴い、新潟中央郵便局総務部へ配置転換となる正社員に、

配転一時金を支給する。（（（（支社資料別紙４支社資料別紙４支社資料別紙４支社資料別紙４））））    

    

項番５ 社員周知 

 局内掲示板及びミーティング等で周知する。 

 

その他 

  現在、本施策に関する具体的実施計画について、意見表明し交渉を重ねている

ところです。今回の具体的要員措置計画についても２１日（予定）に意見表明を

行い、具体的実施計画と併せて２９日の大綱整理に向けて交渉を行っていきます。 

総務部      

 

 

総務部 

郵便部 

第一集配営業部 

第二集配営業部 

第四集配営業部新潟中分室 



 

【労使対応】   

本件に係る地方整理後における支部窓口（新潟支部・新潟県央支部） 

 

 


